
決 議 事 項

gooddays ホールディングス株式会社 証券コード：4437

日 時

場 所

定 時 株 主 総 会
招 集 ご 通 知

第 10 回

2025 年 6 月 2 7日（金曜日）
午前1 0 時 30 分（受付開始：午前1 0 時）

東京都港区新橋 2- 5 - 2
goodoff ice 新橋（堀ビル）1 階

第 1 号議案 取締役 6 名選任の件
第 2 号議案 補欠監査役 1 名選任の件
第 3 号議案 会計監査人選任の件
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証券コード 4437
2025年６月12日

（電子提供措置の開始日 2025年６月５日）
株 主 各 位

東京都千代田区有楽町二丁目10番１号
gooddaysホールディングス株式会社
代表取締役
社 長 小 倉 博

第10回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
当社第10回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第10回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト https://gooddays.jp/ir/

電子提供措置事項は、東京証券取引所（東証）のウェブサイトでも電子提供措置をとっており
ます。以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスの上、当社名又は証券
コードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択の上、ご覧ください。

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

なお、書面によって議決権を行使される場合は、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主
総会参考書類をご検討くださいまして、2025年６月26日(木曜日)午後６時までに議決権をご行
使くださいますようお願い申しあげます。

敬 具

2025年05月28日 17時17分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 2 ―

記
１. 日 時 2025年６月27日（金曜日）午前10時30分
２. 場 所 東京都港区新橋２−５−２ goodoffice新橋（堀ビル）１階

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）
３. 目 的 事 項

報 告 事 項 １．第10期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告の内
容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書
類監査結果報告の件

２．第10期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）計算書類の内
容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役６名選任の件
第２号議案 補欠監査役１名選任の件
第３号議案 会計監査人選任の件

以 上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあ
げます。

◎議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせて
いただきます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきま
す。

◎株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款第14条第２項の規定に基づき「会社の新株予約権等に関
する事項」「会計監査人の状況」「会社の体制および方針」「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」「株主
資本等変動計算書」「個別注記表」を記載しておりません。したがって、当該書面は監査報告を作成するに際
し、監査役及び会計監査人が監査をした書類の一部であります。

◎お身体が不自由又は障がいのある株主様へ
①車椅子のサポート、座席やお手洗いへの誘導、受付の筆談サポート等が必要な場合には、事前にご連絡をお
願い申しあげます。

②車椅子の方がご利用いただけるお手洗いがございませんので、事前にお済ませの上お越しください。
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株主総会参考書類

第１号議案 取締役６名選任の件
当社取締役は、本定時株主総会終結の時をもって取締役６名全員は任期満了となります。つき

ましては、取締役６名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者番号 氏 名 当社における地位 取締役会出席回数

１ 再任
お ぐ ら ひろし

小 倉 博 代表取締役社長 100％
18回／18回

２ 再任
お ぐ ら ひ ろ ゆ き

小 倉 弘 之 代表取締役副社長 100％
18回／18回

３ 再任
よ こ た ま き よ

横 田 真 清 取締役 100％
18回／18回

４ 再任
た どころ りょう

田 所 亮 取締役 100％
18回／18回

５ 再任 社外 独立役員
す が わ ら た か ひ ろ

菅 原 貴 弘 取締役 100％
18回／18回

６ 新任 社外 独立役員
なか むら が く

中 村 岳 ― ―
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候補者
番 号

ふりがな
氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る
当社の株式数

１

お ぐら ひろし
小 倉 博
1948年１月13日
再任

1971年４月 日本エヌ・シー・アール㈱（現日本NCR㈱）入社
1987年３月 ㈱教学社（現オープンリソース㈱） 代表取締役社長（現任）
1989年５月 ㈱スコア 代表取締役
2002年10月 オープンワークス㈱（現オープンリソース㈱）代表取締役社長
2008年５月 ㈱Olympic（現㈱Olympicグループ） 常務取締役
2015年５月 ㈱スコア 取締役会長
2016年３月 当社 代表取締役社長（現任）
2021年４月 アネックスシステムズ㈱（現オープンリソース㈱） 代表取締役社長

683,420株

【取締役候補者とした理由】
株式会社教学社（現オープンリソース株式会社）を1987年に創業し、gooddaysホールディング
ス株式会社の上場及びその後の持続的な成長にリーダーシップを持って取組み、経営者として幅広
い経験を有しております。引続き豊富な経験などを活かすことを期待し、取締役候補者として選任
しております。

２

お ぐら ひろゆき
小 倉 弘 之
1980年５月26日
再任

2004年４月 ㈱竹中工務店 入社
2007年11月 ㈱ボストンコンサルティンググループ 入社
2009年12月 ハプティック㈱（現グッドルーム㈱） 代表取締役
2013年３月 グッドルーム㈱ 代表取締役社長
2016年３月 当社 代表取締役副社長（現任）
2020年５月 グッドルーム㈱ 代表取締役
2021年４月 グッドルーム㈱ 代表取締役社長（現任）
2022年６月 オープンリソース㈱ 取締役（現任）

752,736株

【取締役候補者とした理由】
ハプティック株式会社（現グッドルーム株式会社）を創業し、経営者として培われた豊富な経験を
有しております。不動産業界においても豊富な経験を有し、事業のコンセプトとしている暮らしと
ITを融合したサービスを生み出すことにリーダーシップを持って推進していることから、引続き取
締役候補者として選任しております。
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候補者
番 号

ふりがな
氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る
当社の株式数

３

よこ た ま きよ
横 田 真 清
1974年６月28日
再任

1997年 ４月 ㈱良品計画 入社
1999年 ２月 ㈱スコア 入社
2003年 ２月 オープンワークス㈱（現オープンリソース㈱） 入社
2018年 ４月 当社 入社 グループ企画部長（現任）
2019年 ７月 同社 執行役員
2020年 ５月 グッドルーム㈱ 代表取締役社長
2021年 ４月 同社 代表取締役
2021年 ６月 当社 取締役（現任）
2022年 6 月 オープンリソース㈱ 取締役

グッドルーム㈱ 取締役（現任）
2023年 ９月 スカイファーム㈱ 社外取締役（現任）
2024年 ４月 オープンリソース㈱ 取締役副社長 兼 Redxビジネス担当（現任）

7,000株

【取締役候補者とした理由】
グループ会社の代表取締役社長として当社グループの経営に携わった経験があり、当社の事業及び
経営について豊富な経験と実績を有しております。これらの経験と見識を当社の経営に活かすこと
を期待し、取締役候補者として選任しております。
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候補者
番 号

ふりがな
氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る
当社の株式数

４

たどころ りょう
田 所 亮

1983年２月11日
再任

2005年４月 楽天㈱ 入社
2011年10月 ㈱LITALICO 入社
2018年６月 同社 取締役 兼 事業本部長
2021年４月 グッドルーム㈱ 入社 営業本部長
2021年６月 当社 取締役（現任）

グッドルーム㈱ 取締役
2022年４月 グッドルーム㈱ 取締役副社長

グッドルーム㈱ 経営企画室長（現任）
2022年 7 月 当社 グループ人事採用 管掌
2023年７月 グッドルーム㈱ 代表取締役副社長（現任）
2023年９月 ㈱Red Bear 社外取締役（現任）
2024年11月 ㈱Rodina 社外取締役（現任）

ー株

【取締役候補者とした理由】
上場企業の取締役として企業経営に携わった経験及び知識を有しております。当社グループ内で人
事領域の業務を担当するなど、当社グループにおける戦略を強力に推進するために適切な人材であ
ると判断したため、取締役候補者として選任しております。

５

すが わら たか ひろ
菅 原 貴 弘

1979年12月23日
再任 社外
独立役員

2004年 ４月 旧㈱エルテス 代表取締役
2012年 ４月 ㈱エルテス 代表取締役社長（現任）
2018年 ５月 ㈱エルテスキャピタル 代表取締役（現任）
2019年 ５月 ㈱エルテスセキュリティインテリジェンス（現㈱AIK）代表取締役
2020年 ６月 当社 社外取締役（現任）
2020年12月 ㈱アサヒ安全業務社（現(株)And Security）取締役

㈱JAPANDX 代表取締役
㈱アンビスホールディングス 社外監査役（現任）

2021年10月 ㈱エルテスセキュリティインテリジェンス（現㈱AIK）取締役（現任）
2024年 ５月 ㈱JAPANDX 取締役（現任）
2025年 3 月 ㈱メタウン 代表取締役（現任）

ー株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割】
経営全般にわたる高い見識とITを使ったビジネスモデルの創出における豊富な経験等を持っておら
れること等から、当社の経営に対する助言・提言をいただける人材と判断し、また独立した立場か
ら当社の経営を監視・監督することを期待し社外取締役候補者として選任しております。
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候補者
番 号

ふりがな
氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る
当社の株式数

６

なかむら がく
中村 岳

1980年9月11日
新任 社外
独立役員

2005年４月 ㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ （現 株式会社NTTドコモ）入社
2008年２月 ㈱レアジョブ 代表取締役
2015年６月 ㈱レアジョブ 代表取締役社長（現任）
2018年 9 月 RareJob Philippines, Inc. Director（現任）
2022年 1 月 ㈱レアジョブテクノロジーズ 取締役（現任）
2024年６月 ㈱プロゴス 取締役（現任）

㈱ボーダーリンク 取締役（現任）

ー株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割】
経営に関する豊富な経験や知見を有し、複数の企業の社外役員の経験を持っておられること等か
ら、当社グループの持続的な成長と企業価値の向上に寄与できる人材であると判断し、また独立し
た立場から当社の経営を監視・監督することを期待し社外取締役候補者として選任しております。

（注）１．各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．小倉博氏は、会社法第２条第４号の２に定める親会社等であります。
３．菅原貴弘氏は社外取締役候補者であり、社外取締役に就任して５年であります。当社は、同氏を東京

証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。同氏の再任が承認
された場合、当社は引続き同氏を独立役員とする予定であります。

４．中村岳氏は社外取締役候補者であり、同氏の選任が承認された場合、当社は同氏を独立役員とする予
定であります。

５．当社は、会社法第427条第１項及び定款第29条の規定により、菅原貴弘氏との間で同法第423条第１
項の賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が定
める額としております。菅原貴弘氏の再任が承認された場合、当社は同氏との間の当該契約を継続す
る予定であります。また、中村岳氏の選任が承認された場合は、同様の責任限定契約を締結する予定
であります。
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第２号議案 補欠監査役１名選任の件
本定時株主総会開始の時をもって補欠監査役選任の効力が失効しますので、法令に定める監査

役の員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠監査役１名の選任をお願いするものであ
ります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

ふりがな
氏 名
（生年月日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況 所 有 す る
当社の株式数

やまざき たみのり
山 崎 民 則
1947年７月16日
社外
独立役員

1971年 ４月 日本エヌ・シー・アール㈱（現日本NCR㈱）入社
1997年 １月 同社 金融システム本部 西日本地区部長
1999年 １月 日本ATM㈱ 取締役 兼 自動機ソリューション事業部長
2000年 ３月 同社 常務取締役
2006年 ３月 同社 副社長
2008年 ３月 日本ATMヒューマン・ソリューション㈱ 代表取締役社長
2016年 3 月 日本ATM㈱（現SocioFuture㈱）非常勤監査役

―株

【補欠監査役候補者とした理由】
企業経営における豊富な経験を有しており、当社の監査体制強化に活かすことを期待しておりま
す。企業価値向上及び適切な業務遂行に対する監査・監督を行える人材と判断し、補欠監査役候補
者といたしました。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．山崎民則氏は、社外監査役の補欠候補者であります。
３．山崎民則氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏が監査役に就任

した場合は、独立役員として同取引所に届け出る予定であります。
４．山崎民則氏が監査役に就任した場合、会社法第427条第１項及び定款第39条の規定により、同法第

423条第１項の賠償責任を限定する旨の責任限定契約を締結する予定であります。当該契約に基づく
賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。
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第３号議案 会計監査人選任の件
当社の会計監査人である有限責任あずさ監査法人は、本総会終結の時をもって任期満了により

退任となります。
つきましては、新たにきぼう監査法人を会計監査人に選任することにつきご承認をお願いする

ものであります。
なお、本議案につきましては、監査役会の決定に基づいております。
また、監査役会がきぼう監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、会計監査人に求められ

る独立性、専門性、品質管理体制並びに監査報酬を総合的に勘案した結果、適任であると判断し
たためであります。
会計監査人候補者は、次のとおりであります。

（2025年３月31日現在）
名称 きぼう監査法人

主たる事業所の所在地 愛知県名古屋市中村区名駅３−２−22 エスカ名駅東ビル

沿革 2022年８月22日設立

概要
構成員数 公認会計士 ７名

IT専門家 １名
合計 ８名

以 上

2025年05月28日 17時17分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 10 ―

事 業 報 告
（2024年４ 月１ 日から）2025年３ 月31日まで

１．当社グループの現況に関する事項
（1）事業の経過および成果

当連結会計年度における我が国の経済は、インバウンド需要の増加や雇用・所得環境が
改善する中で、各種政策の効果もあって緩やかな回復がみられるものの、一方で、ロシ
ア・ウクライナ情勢の長期化・中東の紛争激化に加え、米国トランプ政権による関税引き
上げ政策や中国経済の減速、不安定な為替の動向、エネルギー・資源コストの高騰などに
よる国内物価の上昇等、先行きが不透明な状況が続いております。
このような経済環境において、gooddaysグループは昨年度より「顧客毎の個別対応に

基づくサービス」から「標準型サービスモデルを作り上げ、数多くの顧客対応をする」ビ
ジネスへの変革を始めております。
ITセグメントでは「Redxサービスビジネス」、また暮らしセグメントではgoodroom

residenceを中心とした上で「goodroomソリューションビジネス」が標準型サービスビ
ジネスに該当します。それぞれが目指しているエリアは「暮らしのインフラ」にあたり、
標準化することで均一なサービス品質の維持とトータルコストの削減を目的として、新し
いビジネス領域「どこにもないふつう」を創造することを目指します。この取組みは、景
気動向による影響を受けにくいビジネス対象にあたることで今後さらに必要とされる投資
を行い、好循環のビジネスモデルの創出をして参ります。
以上の結果、当連結会計年度における売上高は8,805百万円（前年同期比18.2％増)、営

業利益は605百万円（前年同期比20.5％増）、経常利益550百万円（前年同期比14.3％
増）、親会社株主に帰属する当期純利益は337百万円（前年同期比12.3％増）となりまし
た。
セグメント別の業績は次のとおりであります。

① ITセグメント
ITセグメントは、「Redxサービスビジネス」、「ユーザーソリューションビジネス」の２

つから構成されております。
Redxサービスビジネスでは、以下の３つを大きな柱とし標準化（Product Design）＆

開発（Engineering）を進めて参ります。
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1.株式会社ロフトの全国展開に向けたRedxクラウドPOSの導入をベースに、専門店／ア
パレル店への導入を進めております。当連結会計年度において、米国ブランド
「Brooks Brothers」製品の販売を行うブルックスブラザーズ全店舗への導入を開始し
ております。また、Redx標準ソフトウェアの一環として免税カウンター業務をPOS操
作のみで完結し、待ち時間を大幅短縮、免税業務の新オペレーションを実現するRedx
クラウドPOS免税システムの開発を完了し、株式会社ロフトへ最初の導入を開始して
おります。

2.株式会社三越伊勢丹システム・ソリューションズとの業務提携をベースとした「Redx
クラウドPOS百貨店標準」の最初のお客様として株式会社東武百貨店、また沖縄県唯
一の百貨店であるデパートリウボウへの展開を進めております。

3.三菱地所株式会社と当社の資本業務提携をベースとして2023年８月には、同社との共
同出資会社となるスカイファーム株式会社へ第三者割当増資により33.4％出資の上、
同社が持つ「SaaS型モバイルオーダー」（NEW PORT）とRedxの連携システムを開
発し、2024年４月及び７月に東急不動産株式会社が運営する東急プラザ原宿（ハラカ
ド）及びShibuya Sakura Stageのフードコート（レストラン）向け横断型Redx−
NEWPORT連携システムを導入しました。今後、顧客からはオンラインでレストラン
のメニューを横断的にオーダーでき、Redxで個店別処理と商業施設向け情報連携がで
きるSaaS型サービスモデルを提供することで横展開を目指します。さらに商業施設の
顧客戦略にも適用できるシステムとして展開して参ります。

これらの結果、Redxサービスビジネスの売上高は前年同期比4.0％増となりました。
ユーザーソリューションビジネスでは、従来の顧客維持の観点で個別対応で顧客と向か

い合います。今後、新しいクライアント（Redxユーザー等）を含めて、クライアントの個
別対応エリアの中で共通エリアを見出し（共通化）、さらに標準化につなげることで新しい
ビジネスを創造することを目指します。当連結会計年度においては、既存顧客に向けたシ
ステム保守、改善改修、また、流通小売エリアにおいても既存顧客向けにシステム更新
（開発）、システム保守、改善改修を実施しましたが、金融機関におけるオンラインを中心
とした決済システム（EC決済）に加えて、コンビニエンスストアでの支払等の対面決済等
の開発が一段落したため、売上高は前年同期比0.6％減となりました。
以上の結果、当連結会計年度における売上高は3,759百万円（前年同期比1.1%増）、セ

グメント利益は350百万円（前年同期比5.1%増）となっております。
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② 暮らしセグメント
暮らしセグメントは、「goodroomソリューションビジネス」、「リノベーションビジネ

ス」の２つから構成されております。
goodroomソリューションビジネスにおきまして、当連結会計年度に株式会社竹中工務

店所有の不動産物件３棟（中浦和、ときわ台、越谷）及び当社グループ運営最大規模（約
180室）となるgoodroom residence戸塚のリノベーション開発及びマスターリースに基
づく運営を開始しております。また、大阪豊中に取得した不動産に関してもリノベーショ
ン開発及び自社運営を開始しております。2024年３月期までにおけるgoodroom
residence約200室に加え、約500室（累計700室）の稼働となり、2027年３月期で
2,000 室の稼働に向けて順調に進捗しております。goodroom residence には
“goodcoffee”、“グッドサウナ” の併設に加えgoodroomメディア強化によりgoodroom
会員顧客の利便性をさらに推進して参ります。2024年９月には、株式会社竹中工務店を
代表事業者とするグループ「BankPark YOKOHAMA（バンクパークヨコハマ）」の構成
事業者として、横浜市認定歴史的建造物である「旧第一銀行横浜支店」の運営事業者に選
定され、goodoffice、goodroomラウンジ、共創拠点の提供等を通じてスペース全体の運
営に向けた準備を進めております。これらの結果、goodroomソリューションビジネスの
売上高は前年同期比88.6％増となりました。
リノベーションビジネスはTOMOSブランドに特化し大型物件を含めた受託を基本とし

て、goodroomメディアと連携することで従来の顧客層の維持拡大を図ります。当連結会
計年度におきまして、リート・ファンド等の不動産運用に向けた物件の受託及び施工体制
の強化に伴う施工日数の短縮により、売上高は前年同期比8.0％増となりました。
以上の結果、当連結会計年度における売上高は5,045百万円（前年同期比35.2%増）、セ

グメント利益は231百万円（前年同期比54.4%増）となりました。

（2）設備投資の状況
当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は335,298千円であり、その主なものはレ

ジデンス施設の取得及びレジデンス施設の設備に係る資本的支出などであります。

セグメントごとの設備投資について示すと、次のとおりです。なお、各セグメントの値は
セグメント間取引調整前のものです。
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①ITセグメント
当連結会計年度において実施しました設備投資の総額は76,456千円です。その主なもの

は、Redx関連商業施設向けソフトウエアに係る資本的支出64,268千円です。

②暮らしセグメント
当連結会計年度において実施しました設備投資の総額は258,841千円です。その主なも

のは、goodroom residence 大阪豊中の設備に係る資本的支出84,367千円及び
goodroom residence 戸塚の設備に係る資本的支出68,292千円です。

（3）資金調達の状況
当社は、前連結会計年度中に、設備資金及び運転資金の確保を目的として、短期借入金

500,000千円を調達いたしました。本借入金は、当社の事業運営及び成長戦略を支えるた
めに活用されており、財務状況の安定を図るとともに、今後の事業展開に必要な資金の確保
を目的としています。

（4）対処すべき課題
当社グループ（gooddaysグループ）の対処すべき課題は次のとおりであります。

①新しいビジネスに向けての転換及び強化
gooddaysグループでは、ITセグメント及び暮らしセグメントの両セグメント共、新しい

継続サービスに転換できるかが課題です。
ITセグメントにおいては、Redxサービスビジネスが対象であり、次が重要な課題です。
・「標準化」を推進するための管理及び体制の強化
・Redxコンセプトに共感を得られるクライアントを顧客にできること
・そのための「改善」が継続して実現できること
・Redxサービスが生み出すデータを整理すること、合わせてデータをオープンにする
ことでユーザーがニーズにあったソリューションを獲得できること

暮らしセグメントにおいては、goodroomソリューションビジネスが対象であり、次が
重要な課題です。

・新しい「One Cycleモデル」（アセット開発・リノベーション・マーケティング・オ
ペレーション）での標準化を強化・継続できること
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・上記に基づき「サービス強化」並びに「コスト低減」ができること
・集客メディアをさらに強化することでgoodroom residenceの拡大（2027年３月期
で2,000室を目指す）に対応できること

・大型物件のリノベーションに関し、goodroomソリューションビジネスとリノベー
ションビジネスの棲み分けを明確にできること及び共同での標準化、一体化を目指す
こと

②既存事業の強化
ITセグメント及び暮らしセグメントにおける既存事業の課題は、次のとおりであります。
ITセグメントにおいては、ユーザーソリューションビジネスが対象であり、課題は次のと

おりです。
・クライアントの「個別対応エリア」に注力する中で、共通エリアを見出し「標準化」
につなげること

・Redxサービスビジネスで新しく顧客になったユーザーを対象クライアントにするこ
と

暮らしセグメントにおいては、リノベーションビジネスが対象であり、課題は次のとおり
です。

・TOMOSブランドを使い、「リノベーション・goodroomメディア集客・仲介」の一
気通貫サイクルでの安定的ビジネスを維持すること

・goodroomソリューションビジネスが対象としない「共通化」できる大型物件につ
いてさらに標準化することで利益率向上を図ること

③人材の確保と育成
最近の「人手不足環境」において、人材強化政策を進めることと合わせて、新しいビジネ

スモデルの「標準化」を実行することで事業推進ができる人材と業務推進ができる人材を生
み出し、魅力ある職場を創出すること。このことで人材の応募につながる環境を作り、新規
学卒者と合わせてキャリア採用を増加させることが重要な課題です。

④サステナビリティ（SDGs）に関する取組み
SDGsに関する課題については、次の点でgooddaysグループの経営基盤を支える重要課
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題と捉え、取組みを進めて参ります。
・SDGsの推進は社会に対する企業の責任と捉える
・すべてのステークホルダーとともに持続可能な社会の実現に向け役割を果たす
・企業活動を通じて社会的課題を解決し、持続的な発展に貢献する

具体的には、ITセグメントではRedxサービスによる抜本的コスト削減で「ロングライフ
システム」を実現し構造改革の一端を担うこと。
暮らしセグメントでは、既存不動産の「リノベーション」活用、「ロングライフデザイン」

により、脱炭素社会に向けての貢献につなげます。
人的資本経営に着目し、働き方改革、次世代支援等につなげます。
上記を通じて企業価値の向上と持続的成長を目指して参ります。
株主の皆さまにおかれましては今後共一層のご支援、ご鞭撻を賜りますよう、何卒よろし

くお願い申しあげます。

（5）財産および損益の状況の推移
① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分 2021年度
第７期

2022年度
第８期

2023年度
第９期

2024年度
（当連結会計年度）

第10期
売 上 高 6,108,534 千円 6,391,457 千円 7,449,459 千円 8,805,273 千円

経 常 利 益 471,089 千円 549,403 千円 481,834 千円 550,688 千円

親会社株主に帰属する当期純利益 291,609 千円 359,100 千円 300,696 千円 337,706 千円

１株当たり当期純利益 43.34 円 53.34 円 44.60 円 49.69 円

総 資 産 3,487,099 千円 3,897,727 千円 5,049,887 千円 5,537,585 千円

純 資 産 2,072,775 千円 2,420,609 千円 2,714,586 千円 3,035,343 千円

１株当たり純資産額 307.79 円 359.46 円 400.55 円 444.32 円

（注）１．１株当たり当期純利益は自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。
２．当社は2023年７月１日付で普通株式１株につき２株に分割する株式分割を行っており、第７期の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定し
ています。
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② 当社の財産及び損益の状況の推移

区 分 2021年度
第７期

2022年度
第８期

2023年度
第９期

2024年度
(当事業年度)

第10期
営 業 収 入 436,800 千円 492,540 千円 525,840 千円 1,446,060 千円

経 常 利 益 39,898 千円 43,573 千円 22,870 千円 933,963 千円

当 期 純 利 益 26,100 千円 29,046 千円 7,664 千円 785,648 千円

１株当たり当期純利益 3.88 円 4.31 円 1.14 円 115.60 円

総 資 産 1,327,230 千円 1,366,632 千円 1,877,721 千円 2,678,837 千円

純 資 産 1,270,799 千円 1,285,356 千円 1,286,321 千円 2,068,650 千円

１株当たり純資産額 188.67 円 190.83 円 190.73 円 302.80 円

（注）当社は2023年７月１日付で普通株式１株につき２株に分割する株式分割を行っており、第７期の期首
に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定していま
す。

（6）重要な親会社および子会社の状況
① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

オープンリソース株式会社 35,000
千円

100.00
％ ・システム開発等のITソリューションの提供等

・IT全般に関わるサービスビジネスの提供等

グッドルーム株式会社 30,000

千円

100.00

％ ・賃貸に特化したリノベーション工事
・遊休不動産の活用企画
・賃貸からサブスク型ホテル及び
goodroom residenceに向けた暮ら
しのプラットフォーム「goodroom」
の運営

・goodroom residence、
goodoffice、ワークラウンジ、グッド
サウナ等の運営
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（7）主要な事業内容（2025年３月31日現在）
企業集団の主要な事業内容は、以下のとおりであります。

事 業 事 業 内 容

ITセグメント事業 ・システム開発等のITソリューションの提供等
・IT全般に関わるサービスビジネスの提供等

暮らしセグメント事業

・賃貸に特化したリノベーション工事
・遊休不動産の活用企画
・賃貸からサブスク型ホテル及びgoodroom residenceに向けた暮らしの
プラットフォーム「goodroom」の運営

・goodroom residence、goodoffice、ワークラウンジ、グッドサウナ等
の運営

（8）主要な事業所等（2025年３月31日現在）
① 当社

名 称 所 在 地
本 社 東京都品川区北品川一丁目23-19

② 子会社
名 称 所 在 地

オープンリソース株式会社
東京都品川区
東京都港区
東京都江東区

グッドルーム株式会社
東京都渋谷区
東京都品川区
大阪府大阪市
福岡県福岡市
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（9）従業員の状況（2025年３月31日現在）
セグメントの名称 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

I T 186名 △１名

暮らし 125名 ３名
全社（共通） 18名 △７名
合 計 329名 △５名
（注）１．全社（共通）は、総務及び経理等の間接部門の従業員であります。

２．臨時従業員（パートタイマーの従業員を含み派遣社員を除く）は、従業員数に含めておりません。

（10）主要な借入先（2025年３月31日現在）
借入先 借入残高

株式会社みずほ銀行 500,000 千円
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２．会社の株式に関する事項（2025年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 24,000,000株

（2）発行済株式の総数 6,830,760株（自己株式66株を含む）

（3）株主数 768名

（4）大株主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

CASABLANCA株式会社 3,141,612 株 45.99 ％

小倉 弘之 752,736 11.02

小倉 博 683,420 10.01

畑本 裕之 337,500 4.94

GDHグループ社員持株会 134,000 1.96

株式会社カナモリコーポレーション 132,100 1.93

上田八木短資株式会社 127,000 1.86

東急不動産ホールディングス株式会社 120,000 1.76

三菱地所株式会社 114,000 1.67

三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社 100,000 1.46

ｇｂＤＸＴｅｃｈｎｏｌｏｇｙ株式会社 100,000 1.46
（注）持株比率は自己株式（66株）を控除して計算しております。

（5）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
該当事項はありません。

（6）その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
（1）当事業年度の末日に当社役員が有する職務執行の対価として交付された新株予約権等の内

容の概要（2025年３月31日現在）

発行決議日 第１回新株予約権
2016年４月８日

第２回新株予約権
2016年４月８日

第4回新株予約権
2018年７月31日

第５回新株予約権
2018年８月31日

新株予約権の数 50個 6,000個 130個 40個
保有人数
当社取締役（注）１
当社監査役（注）２

０名
１名

１名
０名

２名
０名

１名
０名

新株予約権の目的である
株式の種類及び数

普通株式
6,000株

普通株式
720,000株

普通株式
15,600株

普通株式
4,800株

新株予約権の発行価額 無償 50円 60円 無償

新株予約権の行使に際し
て出資される財産の価額 100円 100円 375円 375円

権利行使期間 2018年４月21日
〜2026年４月８日

2016年４月11日
〜2026年４月10日

2024年３月31日
〜2028年８月５日

2020年９月15日
〜2028年８月30日

新株予約権の行使の条件 （別記１) （別記２) （別記３) （別記１)
（注）１．社外取締役は含まれておりません。

２．社外監査役は含まれておりません。
３．2018年９月20日開催の取締役会決議により、2018年10月５日付で普通株式１株につき３株の割

合、2019年11月21日開催の取締役会決議により、2020年１月１日付で普通株式１株につき２株
の割合、また、2023年５月25日開催の取締役会決議により、2023年７月１日付で普通株式１株
につき２株の割合で株式分割を行っております。これにより、「新株予約権の目的である株式の数」
「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」が調整されております。

(別記１)
新株予約権の行使の条件
① 新株予約権の割り当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。)は、新株予約権の権利行使時にお

いても、当社の取締役及び当社子会社の取締役及び従業員であることを要する。但し、取締役会が認め
た場合は、この限りではない。

② 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
③ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することと

なるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
④ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

(別記２)
新株予約権の行使の条件
① 新株予約権者は、2016年４月11日から2026年４月10日までにおいて次に掲げる各事由が生じた場合

には、新株予約権者は残存するすべての本新株予約権を定められた行使価額にて、行使期間満了日まで
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に残存するすべての本新株予約権を行使しなければならないものとする。
(a) 上記において定められた行使価額に40％を乗じた価格（１円未満切り上げ)を下回る価格を対価と

する当社普通株式の発行等が行われた場合(払込金額が会社法第199条第３項・同第200条第２項に
定める「特に有利な金額である場合」を除く。）。

(b) 本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれの金融商品取引所にも上場されていな
い場合、上記において定められた行使価額に40％を乗じた価格（１円未満切り上げ）を下回る価格
を対価とする売買その他の取引が行われたとき（但し、資本政策目的等により当該取引時点におけ
る株式価値よりも著しく低いと認められる価格で取引が行われた場合を除く。）。

(c) 本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれかの金融商品取引所に上場された場合、
当該金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値が、上記において定められた行使価額
に40％を乗じた価格（１円未満切り上げ）を下回る価格となったとき。

(d) 本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれの金融商品取引所にも上場されていな
い場合、第三者評価機関等によりDCF法並びに類似会社比較法等の方法により評価された株式評価
額が上記において定められた行使価額に40％を乗じた価格（１円未満切り上げ）を下回ったとき
（但し、株式評価額が一定の幅をもって示された場合、当社の当社代表取締役（当社が取締役会設置
会社となった場合には取締役会）が第三者評価機関等と協議の上本項への該当を判断するものとす
る。）。

② 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
③ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することと

なるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
④ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

(別記３)
新株予約権の行使の条件
① 本新株予約権の割当を受けた者（以下、「受託者」という。）は、本新株予約権を行使することができ

ず、かつ、要項に別段の定めがある場合を除き、本新株予約権の付与を受けた者（以下、「本新株予約権
者」という。）のみが本新株予約権を行使できることとする。

② 本新株予約権者は、2019年３月期から2022年３月期までのいずれかの期の当社連結損益計算書にお
ける経常利益が、3.8億円を超過した場合にのみ本新株予約権を行使することができる。なお、国際財務
報告基準の適用、決算期の変更等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参
照すべき指標を当社取締役会にて定めるものとする。

③ 本新株予約権者は、本新株予約権を行使する時まで継続して、当社又は当社の子会社・関連会社の取締
役、従業員及び顧問・業務委託提携先等の外部協力者であることを要する。ただし、任期満了による退
任、定年退職、その他正当な理由があると当社取締役会が認めた場合は、この限りではない。

④ 本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
⑤ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式数を超過するこ

ととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
⑥ 本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
⑦ その他の条件は、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結した「新株予約権割当契約書」で

定めるところによる。
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（2）当事業年度中に当社使用人、子会社役員及び使用人に対して職務執行の対価として交付さ
れた新株予約権の内容の概要
該当事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。

2025年05月28日 17時17分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 23 ―

４．会社役員に関する事項
（1）取締役および監査役の氏名等（2025年３月31日現在）

氏 名 地位および担当 重要な兼職の状況

小 倉 博 代表取締役社長 オープンリソース株式会社 代表取締役社長

小 倉 弘 之 代表取締役副社長 グッドルーム株式会社 代表取締役社長
オープンリソース株式会社 取締役

横 田 真 清 取締役
グループ企画部長

オープンリソース株式会社 取締役副社長 兼 Redxビジネス担当
グッドルーム株式会社 取締役
スカイファーム株式会社 社外取締役

田 所 亮 取締役
グループ人事採用管掌

グッドルーム株式会社 代表取締役副社長 兼 経営企画室長
株式会社 Red Bear 社外取締役
株式会社 Rodina 社外取締役

菅 原 貴 弘 取締役

株式会社エルテス 代表取締役社長
株式会社エルテスキャピタル 代表取締役
株式会社AIK 取締役
株式会社JAPANDX 取締役
株式会社アンビスホールディングス 社外監査役
株式会社メタウン 代表取締役

茂田井 純 一 取締役
株式会社アカウンティング・アシスト 代表取締役
株式会社ビジョン 社外監査役
Geolocation Technology株式会社 社外監査役
クックパッド株式会社 社外取締役

加 藤 光 孝 常勤監査役 オープンリソース株式会社 監査役
グッドルーム株式会社 監査役

野 口 正 城 監査役 野口正城公認会計士事務所 代表

高 津 笑 監査役 港綜合司法書士事務所 代表司法書士

（注）１．取締役 菅原貴弘氏及び茂田井純一氏は、社外取締役であります。
２．監査役 野口正城氏及び高津笑氏は、社外監査役であります。
３．当社は、取締役 菅原貴弘氏、茂田井純一氏、監査役 野口正城氏及び高津笑氏を東京証券取引所

の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
４．取締役 茂田井純一氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有しています。
５．監査役 野口正城氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有しています。
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（2）責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役、監査役は会社法第427条第１項に基づき、第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約をしております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規
定する額としております。

（3）当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額

役 員 区 分 報 酬 等 の 額
（千 円）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 （千 円） 支 給 人 員
（名）固 定 報 酬 業績連動報酬 非金銭報酬等

取 締 役
（うち社外取締役）

110,436
（8,400）

110,436
（8,400） ー ー 6

(2)
監 査 役

（うち社外監査役）
16,800

（4,800）
16,800

（4,800） ー ー 3
(2)

合 計
（うち社外役員）

127,236
（13,200）

127,236
（13,200） ー ー 9

(4)
（注）１．上記報酬等の額には、信託型ストックオプションの源泉所得税の要納付額相当分に対する代替的な

報酬が含まれております。2018年７月31日開催の臨時株主総会において、当社子会社・関連会社
の取締役及び従業員並びに顧問・業務委託先等の外部協力者向けのインセンティブプランとして受
託者佐藤孝幸に対し、発行要項のとおり第４回ストックオプションの募集事項を決議いただいてお
ります。

２．上記報酬等の額には、使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役の報酬限度額は、2020年６月25日開催の第５回定時株主総会において、年額300百万円以

内（うち社外取締役30百万円以内）（但し使用人分給与は含まない）と決議いただいております。
なお、第５回定時株主総会終結時点での取締役の員数は５名（うち、社外取締役２名）でありま
す。

４．監査役の報酬限度額は、2020年６月25日開催の第５回定時株主総会において、年額50百万円以内
と決議いただいております。なお、第５回定時株主総会終結時点での監査役の員数は４名（うち、
社外監査役３名）であります。

（4）会社役員の報酬等の額又はその算定方法に係る決定に関する方針
取締役の報酬額は、株主総会が決定する報酬限度額の範囲内において、役位及び業績目

標達成度を総合的に勘案して決定することとしております。取締役の個人別の報酬額につ
きましては、客観性・透明性を確保しつつ、役位及び業績目標達成度の総合的な判断が可
能であるという理由で再一任を受けた、代表取締役社長小倉博が株主総会で承認を受けた
報酬限度額の範囲内で、役位及び業績目標達成度を総合的に勘案して決定しております。
報酬の種類については、固定報酬（月額）と業績連動報酬の金銭報酬、また、株式報酬型
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ストック・オプション等の非金銭報酬がございます。なお、本件に関連して2024年３月
期内の取締役会で「取締役報酬決定方針」を決議しております。
監査役の報酬額は、株主総会で承認を受けた報酬限度額の範囲内で、監査役の協議によ

り決定しております。

（取締役の個人別の報酬等の内容が方針に沿うものであると取締役会が判断した理由）
取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、代表取締役社長が原案について

「取締役報酬決定方針」に基づく役位による報酬基準内で、業績目標達成度等を考慮して
決定されていることから、取締役会はその内容が決定方針に沿うものであると判断してお
ります。

（取締役の個人別の報酬等の内容の決定に関する委任に関する事項）
当社においては、取締役会の「取締役報酬決定方針」の決議に基づき、役位による報酬

基準内で業績目標達成度等を考慮し、客観性・透明性を確保しつつ、役位及び業績目標達
成度の総合的な判断が可能であるという理由で再一任を受けた、代表取締役社長小倉博が
決定しております。

（5）社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職先の状況及び当社と当該法人等との関係
・取締役 菅原貴弘氏は、株式会社エルテス代表取締役社長、株式会社エルテスキャピタル
代表取締役、株式会社JAPANDX取締役、株式会社アンビスホールディングス社外監査
役、株式会社AIK取締役、株式会社メタウン代表取締役を兼務しておりますが、当社とこ
れらの兼職先との間には記載すべき取引関係等はありません。

・取締役 茂田井純一氏は、株式会社アカウンティング・アシスト代表取締役、株式会社ビ
ジョン社外監査役、Geolocation Technology株式会社社外監査役、クックパッド株式
会社社外取締役を兼務しておりますが、当社とこれらの兼職先との間には記載すべき取引
関係等はありません。

・監査役 野口正城氏は、野口正城公認会計士事務所代表を兼務しておりますが、当社と兼
務先との間には記載すべき取引関係等はありません。

・監査役 高津笑氏は、港綜合司法書士事務所代表司法書士を兼務しておりますが、当社と
兼務先との間には記載すべき取引関係等はありません。
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② 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主な活動状況および社外役員が果たすことが期待される役割

社外取締役 菅 原 貴 弘

当期開催の取締役会18回のすべてに出席し、経営全般にわたる高い見識
と経験豊富な経営者の観点から、議案・審議等につき必要な発言を適宜行
っております。企業経営者の立場から、客観的な視点での助言、支援及び
業務執行に関する適切な監督を期待していたところ、適宜質問を行い、助
言、支援などを行っております。

社外取締役 茂田井 純 一
当期開催の取締役会18回のすべてに出席し、複数の上場企業の役員を経
験され企業の経営戦略に精通しており、その豊富な経験から、取締役会に
おいて適宜質問を行い、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保する
ための発言を行っております。

社外監査役 野 口 正 城

当期開催の取締役会18回中、17回出席し、主に公認会計士としての専門
的知識と豊富な経験をもとに、中立の立場から経営監視機能を果たし、当
社の経営上有用な指摘、意見を述べております。また、当期開催の監査役
会13回中、12回出席し、当社の監査業務に関する事項などについて適宜、
必要な発言を行っております。

社外監査役 高 津 笑
当期開催の取締役会18回のすべてに出席し、主に司法書士としての専門
的見地から、必要に応じ当社の経営上有用な指摘、意見を述べておりま
す。また、当期開催の監査役会13回のすべてに出席し、当社の監査業務
に関する事項などについて適宜、必要な発言を行っております。
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５．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称 有限責任 あずさ監査法人

（2）報酬等の額
報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 61百万円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査

の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会
計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由は、会計監査人との監査契約の内容に照らし
て、監査計画の適切性、報酬単価の妥当性及び報酬見積りの算出根拠等を総合的に検討した結果、
当該報酬等の額は相当であると判断したためであります。

（3）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した

場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会は当該決定
に基づき当該議案を株主総会の会議の目的とすることといたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場
合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計
監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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６．会社の体制および方針
（1）業務の適正を確保するための体制

当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」につ
いて取締役会において決議しております。その概要は以下のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(a) 取締役及び使用人は、社会倫理、法令、定款及び各種社内規程等を遵守するととも

に、「経営理念」に基づいた適正かつ健全な企業活動を行う。
(b) 取締役会は、「取締役会規程」「職務権限規程」等の職務の執行に関する社内規程を整

備し、使用人は定められた社内規程に従い業務を執行する。
(c) コンプライアンスの状況は、リスク・コンプライアンス委員会を通じて取締役及び監

査役に対し報告を行う。各部門責任者は、部門固有のコンプライアンス上の課題を認
識し、法令遵守体制の整備及び推進に努める。

(d) 代表取締役社長直轄の内部監査室を設置し、各部門の業務執行及びコンプライアンス
の状況等について定期的に監査を実施し、その評価を代表取締役社長及び監査役に報
告する。また、法令違反その他法令上疑義のある行為等については、内部通報制度を
構築し、窓口を定め、適切に運用・対応する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
(a) 取締役の職務の執行に係る記録文書、稟議書、その他の重要な情報については、文書

又は電磁的媒体に記録し、法令及び「文書管理規程」、「稟議規程」等に基づき、適切
に保存及び管理する。

(b) 取締役及び監査役は、必要に応じてこれらの文書等を閲覧できるものとする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(a) 取締役会は、コンプライアンス、個人情報、品質、セキュリティ及びシステムトラブ

ル等の様々なリスクに対処するため、社内規程を整備し、リスク・コンプライアンス
委員会を損失の危機管理部門と定めリスク事項を定期的に見直すものとする。

(b) リスク情報等についてはリスク・コンプライアンス委員会を通じて取締役及び監査役
に対し報告を行い、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行う。企画部門の担当
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役員をリスク管理責任者、企画部門をリスク管理部門としてリスクを総括的に管理
し、リスク管理体制の整備・強化を図る。個別のリスクに対しては、それぞれの担当
部署にて吸い上げを行い、組織横断的リスク状況の監視は内部監査室、また全社的対
応は企画部門が行うものとする。

(c) 不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長指揮下の対策本部を設置し、必要に
応じて顧問法律事務所等の外部専門機関とともに迅速かつ的確な対応を行い、損害の
拡大を防止する体制を整える。

(d) 内部監査室は、各部門のリスク管理状況を監査し、その結果を代表取締役社長に報告
するものとし、取締役会において定期的にリスク管理体制を見直し、問題点の把握と
改善に努める。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(a) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会の運営に関す

る規程を定めるとともに、取締役会を原則として月１回開催するほか、必要に応じて
適宜臨時に開催する。

(b) 事業活動の総合調整と業務執行の意思統一を図る機関としてグループ取締役会議を設
置し、当社グループの全般的な重要事項について審議する。グループ取締役会議は、
原則として月１回開催する。

(c) 取締役会は、当社及び当社グループの財務、投資、コストなどの項目に関する目標を
定め、目標達成に向けて実施すべき具体的方法を各部門に実行させ、取締役はその結
果を定期的に検証し、評価、改善を行うことで全社的な業務の効率化を実現するもの
とする。

(d) 予算に基づき、予算期間における計数的目標を明示し、目標と責任を明確にするとと
もに、予算と実績の差異分析を通じて業績目標の達成を図る。

⑤ 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
(a) 企業集団における業務の適正を確保するための体制として、関係会社管理規程を定

め、関係会社の管理は当社各部門が連携して行うものとし、関係会社に重要な法令違
反その他コンプライアンスに関する重要な事実等が発見された場合は、遅滞なく関係
会社管理責任者である企画部門の部長を通じて、取締役会に報告し、同時に監査役へ
報告する。
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(b) 内部監査室は、内部監査規程に基づき関係会社の監査を定期的に実施し、その結果に
ついて代表取締役社長に報告する。また、関係会社に重要な法令違反その他コンプラ
イアンスに関する重要な事実等を発見した場合、遅滞なく代表取締役社長を通じて、
取締役会に報告し、同時に監査役へ報告する。

(c) 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、子会社の事
業内容や規模等に応じて、当社に準じた社内規程を制定し、子会社の指揮命令系統、
権限及び意思決定その他の組織に関する基準を定める。

(d) 内部統制システムを整備するに当たっては、当社グループ全体に亘る体制を整備す
る。

⑥ 財務報告の信頼性を確保するための体制
(a) 内部統制システムの構築に関する基本方針及び別途定める「財務報告に係る内部統制

の基本方針」に基づき、財務報告に係る内部統制の整備及び運用を行う。

⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

(a) 監査役は、内部監査室に監査業務に必要な事項を指示することができる。指示を受け
た使用人はその指示に関して、取締役、部門長等の指揮命令を受けないものとする。

(b) 取締役及び使用人は、監査役より監査業務に必要な指示を受けた内部監査室に対し、
監査役からの指示の実効性が確保されるように適切に対応するものとする。

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体
制

(a) 監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会等
の重要な会議に出席し、必要に応じ稟議書等の重要な文書を閲覧し、取締役及び使用
人に説明を求めることができることとする。

(b) 取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、業務又は業績に重大な影
響を与える事項、内部監査の実施状況、内部通報制度による通報状況及びその内容を
報告する体制を整備し、監査役の情報収集・交換が適切に行えるよう協力する。

(c) 取締役及び使用人が監査役に報告を行った場合には、当該報告を行ったことを理由と
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して不利益な取り扱いを行わない。

⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行
について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

(a) 監査役がその職務の執行のために費用の前払又は償還等の請求をしたときは、当該請
求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除
き、速やかに処理するものとする。

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(a) 監査役は、内部監査室と連携を図り情報交換を行い、必要に応じて内部監査に立ち会

うものとする。
(b) 監査役は、法律上の判断を必要とする場合は、随時顧問法律事務所等に専門的な立場

からの助言を受け、会計監査業務については、監査法人に意見を求めるなど必要な連
携を図ることとする。

⑪ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
(a) 反社会的勢力とは一切の関係を持たないこと、不当要求については拒絶することを基

本方針とし、これを各種社内規程等に明文化する。また、取引先がこれらと関わる個
人、企業、団体等であることが判明した場合には取引を解消する。

(b) 企画部門を反社会的勢力対応部署と位置付け、情報の一元管理・蓄積等を行う。ま
た、役員及び使用人が基本方針を遵守するよう教育体制を構築するとともに、反社会
的勢力による被害を防止するための対応方法等を整備し周知を図る。

(c) 反社会的勢力による不当要求が発生した場合には、警察及び顧問法律事務所等の外部
専門機関と連携し、有事の際の協力体制を構築する。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

① 当社及び当社グループ各社における業務の適正性に対する取組みの状況
当社の取締役会は、社外取締役２名を含む取締役６名で構成し、監査役３名も出席した
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上で18回開催し、取締役の職務執行を監督しております。
また、グループ各社については「関係会社管理規程」等に基づき、子会社役員を構成員

とする会議をオープンリソース株式会社は15回、グッドルーム株式会社は14回開催し、
当社グループの業務執行の状況及び経営計画の進捗状況等を確認・協議しております。ま
た、当社グループ間の取引については、稟議決裁により決定しております。
当社の内部監査室は、「内部監査規程」等に基づき、当社及び当社グループ各社の全部

門及び全拠点についての内部監査を実施し、その結果及び改善状況を代表取締役及び監査
役に報告を行っております。
当社の監査役会は、社外監査役２名を含む監査役３名で構成し、13回開催し監査に関

する重要な事項について報告を受け、協議・決議を行っております。また、監査役は、代
表取締役社長及び会計監査人と定期的に会合し、コンプライアンスや内部統制の整備状況
などについて意見交換を行っております。

② コンプライアンス・リスク管理の状況
リスク管理については「リスク管理規程」等に基づき、リスクの未然防止及びグループ

各社の会社損失の最小化に努めております。また、必要に応じて弁護士、公認会計士、弁
理士、税理士、社会保険労務士等の外部専門家からアドバイスを受けられる体制を構築す
るとともに、内部監査及び監査役監査による監査を通じて、潜在的なリスクの早期発見に
努めております。
また、コンプライアンスについては「コンプライアンス管理規程」等に基づき、グルー

プ各社の全従業員に対して年に１回、コンプライアンス研修、セキュリティ研修（インサ
イダー取引防止研修含む）を行いコンプライアンスの啓蒙を継続的に行っております。内
部通報制度の定めにある通報窓口に社外窓口を設置し、社内のネットワークシステムへの
掲載を通じ、全従業員に内部通報制度を周知しております。

③ 反社会的勢力排除に対する取組みの状況
反社会的勢力排除については「反社会的勢力対応規程」等に基づき、お取引先様の契約

書に反社会的勢力排除に関する条項を盛り込むとともに、契約前及び定期的にお取引先様
及びその代表者が反社会的勢力でないことを確認しております。
さらに警視庁管内特殊暴力対策連合会に加盟し反社会的勢力の情報を収集する取組みを

継続的に実施しております。
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（3）株式会社の支配に関する基本方針
当社は、現時点では、当該「基本方針」及び「買収防衛策」につきましては、特に定め

ておりません。

（4）剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆さまへの利益還元を重要な経営課題と位置付け、安定した配当の維持

を基本方針とし、通期の業績、経営環境並びに中長期的な財務体質の強化等を総合的に勘
案して配当を行う方針といたしております。
今後も、内部留保の充実を図り事業拡大のための投資を優先しつつも株主の皆さまへの

利益還元が重要との判断に基づき、１株当たり４円の配当といたしたいと存じます。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） ( 負 債 の 部 )
流 動 資 産 3,523,448 流 動 負 債 2,378,762

現 金 及 び 預 金 1,567,787 買 掛 金 850,584
受取手形、売掛金及び契約資産 1,628,247 短 期 借 入 金 500,000
商 品 12,118 未 払 金 311,375
未 成 工 事 支 出 金 45,810 契 約 負 債 313,555
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 47,284 未 払 法 人 税 等 149,923
そ の 他 222,200 賞 与 引 当 金 111,244

固 定 資 産 2,014,136 完 成 工 事 補 償 引 当 金 6,029
有 形 固 定 資 産 1,138,458 修 繕 引 当 金 2,356

建 物 及 び 構 築 物 476,282 そ の 他 133,693
工 具、 器 具 及 び 備 品 95,312 固 定 負 債 123,478
土 地 484,042 そ の 他 123,478
建 設 仮 勘 定 82,821 負 債 合 計 2,502,241
そ の 他 ０ ( 純 資 産 の 部 )

無 形 固 定 資 産 178,899 株 主 資 本 3,040,565
ソ フ ト ウ エ ア 120,575 資 本 金 38,889
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 58,324 資 本 剰 余 金 906,361

投 資 そ の 他 の 資 産 696,778 利 益 剰 余 金 2,095,339
投 資 有 価 証 券 103,501 自 己 株 式 △24
差 入 保 証 金 304,219 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 △5,557
繰 延 税 金 資 産 163,006 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △5,557
そ の 他 126,051 新 株 予 約 権 336

純 資 産 合 計 3,035,343
資 産 合 計 5,537,585 負 債 及 び 純 資 産 合 計 5,537,585

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（ 2024 年４ 月１ 日から）2025 年３ 月31日まで

（単位：千円）
科 目 金 額
売 上 高 8,805,273
売 上 原 価 6,596,536
売 上 総 利 益 2,208,736
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,603,604
営 業 利 益 605,132
営 業 外 収 益

受 取 利 息 610
受 取 配 当 金 903
保 険 解 約 返 戻 金 102,638
確 定 拠 出 年 金 返 還 金 756
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 120
そ の 他 555 105,584

営 業 外 費 用
支 払 利 息 12,169
コ ミ ッ ト メ ン ト フ ィ ー 1,050
助 成 金 返 還 損 35,282
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 111,527 160,028

経 常 利 益 550,688
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 25,031 25,031
特 別 損 失

減 損 損 失 55,272
固 定 資 産 除 却 損 1,747 57,020

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 518,699
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 229,685
法 人 税 等 調 整 額 △48,691 180,993

当 期 純 利 益 337,706
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 337,706

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
（ 2024 年４ 月１ 日から）2025 年３ 月31日まで

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 196,452 731,018 1,777,960 △2 2,705,429

当 期 変 動 額

減 資 △166,452 166,452 ー ー ー

新 株 の 発 行 8,889 8,889 ー ー 17,779

剰 余 金 の 配 当 ー ー △20,327 ー △20,327
親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益 ー ー 337,706 ー 337,706

自 己 株 式 の 取 得 ー ー ー △22 △22
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） ー ー ー ー ー

当 期 変 動 額 合 計 △157,562 175,342 317,378 △22 335,135

当 期 末 残 高 38,889 906,361 2,095,339 △24 3,040,565

その他の包括利益累計額
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 その他の包括利益累計額合計

当 期 首 残 高 8,646 8,646 509 2,714,586

当 期 変 動 額

減 資 ー ー ー ー

新 株 の 発 行 ー ー ー 17,779

剰 余 金 の 配 当 ー ー ー △20,327
親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益 ー ー ー 337,706

自 己 株 式 の 取 得 ー ー ー △22
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） △14,204 △14,204 △173 △14,377

当 期 変 動 額 合 計 △14,204 △14,204 △173 320,757

当 期 末 残 高 △5,557 △5,557 336 3,035,343

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数２社

連結子会社の名称 オープンリソース株式会社、グッドルーム株式会社
(2) 非連結子会社の数

非連結子会社の数 １社
非連結子会社の名称 第４回新株予約権信託

（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼさな
いため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数 3社

関連会社の名称 UT創業者の会有限責任事業組合、UT創業者の会投資事業有限責任組
合及びスカイファーム株式会社

(2) 持分法適用会社のうち、UT創業者の会有限責任事業組合、UT創業者の会投資事業有限
責任組合については、決算日が連結決算日と異なるため、各社の直近の事業年度に係る
計算書類を使用しております。
また、スカイファーム株式会社については、12月31日現在で実施した仮決算に基づく
財務諸表を使用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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４．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
①有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法
により算定)

②棚卸資産
通常の販売目的で保有する棚卸資産
評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)
商品・・・・・・・・主として個別法
未成工事支出金・・・個別法
原材料・・・・・・・主として総平均法
貯蔵品・・・・・・・個別法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、1998年４月以降に取得した建物(建物附属設備
は除く)並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 2〜24年
工具、器具及び備品 3〜10年
その他 2〜20年

②無形固定資産(リース資産を除く)
自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額
法

(3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
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す。
②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年
度に見合う分を計上しております。

③完成工事補償引当金
完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、過去の完成工事に係る補修費の実績を

基礎として算定した将来の負担見込額を計上しております。
④修繕引当金

特定設備に係る修繕に要する支出に備えるため、その支出見込額のうち当連結会計年
度に負担すべき費用を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法
当社及び一部の連結子会社は、確定拠出年金制度を採用しております。

(5) 収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な

履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
は以下のとおりであります。

① 請負
請負においては、顧客との間でソフトウェア開発の請負契約を締結しており、主な履

行義務はソフトウェアの開発サービスの提供であります。
ソフトウェアの開発期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に

係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を認識しておりま
す。取引の対価は、主として、履行義務の充足とは別に契約期間中に段階的に受領する
とともに、残額については履行義務をすべて充足したのち一定期間経過後に受領してお
ります。一定の期間にわたり充足する履行義務については、収益を認識するため、原価
に基づくインプット法を採用しております。取引の対価は、履行義務を充足してから主
として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。

② SEサービス
SEサービスにおいては、顧客との間で技術者の準委任契約を締結しており、主な履

行義務は技術者の労働力の提供であります。
技術者の準委任契約の契約期間にわたり履行義務が充足されると判断し、収益を認識

しております。取引の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領してお
り、重大な金融要素は含んでおりません。
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③ 物販
物販においては、他の当事者が作成した製品を仕入れ、キッティング業務を行った

後、当該製品の販売を行っており、主な履行義務は製品を顧客に引き渡すことであり
ます。
製品を顧客に引き渡した時点で、顧客に製品の法的所有権、物理的所有権、製品の所

有に伴う重大なリスク及び経済価値が移転し、支払いを受ける権利が確定するため、そ
の時点で収益を認識しております。
なお、物販事業のうち、ソフトウェアライセンスの販売における一部の取引について

は、顧客に移転する財又はサービスを支配しておらず、これらを手配するサービスのみ
を提供する代理人取引を行っております。当該取引については、他の当事者が提供する
製品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額で収益を認識し
ております。取引の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領してお
り、重大な金融要素は含んでおりません。

④ リノベーション
リノベーションにおいては、顧客との間でリノベーション工事の請負契約を締結して

おり、主な履行義務はリノベーション工事を行うことであります。
リノベーションの工事期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足

に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を認識しておりま
す。取引の対価は、主として、履行義務の充足とは別に契約期間中に段階的に受領する
とともに、残額については履行義務をすべて充足したのち一定期間経過後に受領してお
ります。一定の期間にわたり充足する履行義務については、収益を認識するため、原価
に基づくインプット法を採用しております。取引の対価は、履行義務を充足してから主
として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。
なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点まで

の期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収
益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

⑤ goodroomソリューション
goodroomソリューションは不動産仲介、メディア、「goodoffice」ブランドを展開

するシェアオフィス事業、マンスリー賃貸のレジデンス事業及びホテル暮らしのサブス
クリプションサービス「サブスくらし」にて構成されております。
不動産仲介においては、顧客との間で賃貸不動産に係る仲介契約を締結しており、主

な履行義務は不動産仲介サービスの提供であります。
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顧客にて不動産賃貸契約を締結した時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認
識しております。
メディアにおいては、顧客との間で「goodroom」の利用サービス契約を締結して

おり、主な履行義務は賃貸不動産の入居に係る集客支援サービスの提供であります。
主に顧客が掲載依頼した賃貸不動産物件につき「goodroom」において反響を獲得

した時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。
シェアオフィスにおいては、顧客との間でシェアオフィスの利用契約を締結してお

り、主な履行義務はシェアオフィスの利用サービスの提供であります。
シェアオフィス利用契約の契約期間にわたり履行義務が充足されると判断し、収益を

認識しております。
レジデンスにおいては、顧客との間で短期の建物賃貸借契約を締結しており、主な履

行義務は賃貸物件の短期利用サービスの提供であります。
賃貸物件の契約期間にわたり履行義務が充足されると判断し、収益を認識しておりま

す。
サブスくらしにおいては、顧客との間でホテルの宿泊予約サービス利用契約を締結し

ており、主な履行義務はホテルの宿泊予約サービスの提供であります。
顧客において宿泊予約が確定した時点で履行義務が充足されると判断し、収益を獲得

しております。
これらの取引の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、

重大な金融要素は含んでおりません。
(6) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却につきましては、効果が実現する期間を合理的に見積り、当該期間にわ
たり均等償却しております。

（会計方針の変更に関する注記）
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28
日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しておりま
す。
また、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年

10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用して
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おります。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年

改正会計基準第20-3項ただし書き及び2022年改正適用指針第65-2項(2)ただし書きに定める
経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響
はありません。
また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる

場合の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指
針を当連結会計年度の期首から適用しております。なお、当該会計方針の変更による当連結
会計年度の連結計算書類への影響はありません。

(有形固定資産の表示方法の変更）
従来、連結貸借対照表上、「有形固定資産」の「その他（前連結会計年度82,067百万円）」

に含めていた「工具、器具及び備品」及び「建設仮勘定」は、金額的重要性が増したため、当
連結会計年度より区分掲記しております。
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（収益認識に関する注記）
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)
報告セグメント

調整額 合計
IT 暮らし 計

売上高

Redxサービスビジネス 1,418,110 ― 1,418,110 ― 1,418,110

ユーザーソリューション 2,341,450 ― 2,341,450 ― 2,341,450

goodroomソリューション ― 1,244,904 1,244,904 ― 1,244,904

リノベーションビジネス ― 2,606,130 2,606,130 ― 2,606,130

その他 ― 63,656 63,656 ― 63,656
顧客との契約から生じる
収益 3,759,560 3,914,691 7,674,252 ― 7,674,252

その他の収益（注） ― 1,131,020 1,131,020 ― 1,131,020

外部顧客への売上高 3,759,560 5,045,712 8,805,273 ― 8,805,273

(注)：１. その他の収益はすべてgoodroomソリューションに対する収益であり、企業会計基
準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく賃貸収入等であります。
２. 報告セグメントの変更等に関する事項
当連結会計年度より、「ITセグメント」及び「暮らしセグメント」における事業セグメン

トを下記の通り変更しております。なお、前連結会計年度のセグメント情報の構成から、
変更後の区分方法により作成したものを記載しております。
(1) ITセグメント
新しいビジネス変革の状況を明示するため、ビジネスセグメントの変更を行いました。
従来の「Redxサービスビジネス」、「金融ビジネス」、「流通小売ビジネス」の構成か

ら、金融ビジネスと流通小売ビジネスをユーザーソリューションビジネスへ統合して、
「Redxサービスビジネス」と「ユーザーソリューションビジネス」の構成に変更しており
ます。
(2) 暮らしセグメント
新しいビジネス変革の状況を明示するため、ビジネスセグメントの変更を行いました。
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従来の「運営サービスビジネス」、「リノベーションビジネス」の構成からリノベーショ
ンビジネスを再定義の上、名称を変更し、「goodroomソリューションビジネス」、「リノ
ベーションビジネス」の構成に変更しております。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「連結計

算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記 ４．会計方針に関する事項(5)
収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係
並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると
見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

① 契約資産及び契約負債の残高等
（単位：千円）

当連結会計年度
期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 930,766 1,128,316
契約資産 800,637 499,930
契約負債 223,861 313,555

契約資産は、主にオープンリソース株式会社におけるソフトウェア開発に係る請負契約及び
グッドルーム株式会社におけるリノベーション工事に係る請負契約について、それぞれ期末日
時点で履行義務を充足したため収益を認識しているが未請求のソフトウェア開発サービス及び
リノベーション工事サービスに係る対価に対する権利に関するものであります。契約資産は、
対価に対する連結子会社の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替
えられます。当該ソフトウェア開発サービス及びリノベーション工事サービスに関する対価
は、顧客による検収行為に従い、当該検収後速やかに請求し、受領しております。
契約負債は、主に、リノベーションビジネスにおいて工事期間中又は工事完了時に収益を認

識する顧客とのリノベーション工事契約について、支払条件に基づき顧客から受け取った前受
金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、
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222,609千円であります。また、当連結会計年度において、契約資産が300,706千円減少し
た主な理由は、ソフトウェア開発に係る請負契約の大型案件及びリノベーション工事に係る大
型案件の完成に伴うものであり、これによりそれぞれ97,216千円及び203,490千円減少して
おります。
また、当連結会計年度において、契約負債が89,694千円増加した主な理由は、グッドルーム
株式会社のgoodroomソリューションビジネスにおけるレジデンスの新拠点増加に伴うもので
あり、これにより46,119千円増加しております。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
(1)持分法関連会社に関するのれんの評価
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：千円）
当連結会計年度

投資有価証券（スカイファーム株式会社） ー

持分法適用関連会社に対する投資有価証券に含まれるのれんは以下のとおりです。
（単位：千円）

当連結会計年度

のれん ー

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
持分法適用関連会社に対する投資有価証券に含まれるのれんに減損の兆候があると判断

される場合、のれんを含む投資全体について減損損失を認識するかどうかの判定を行いま
す。判定の結果、減損損失の認識が必要と判断された場合には、帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、帳簿価額の減少額は持分法による投資損失として認識します。
当連結会計年度においてスカイファーム社の事業の状況の把握を行ったところ減損の兆
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候があると判断されたため、割引前将来キャッシュ・フローがのれんを含む資産グループ
の簿価を上回るかどうかを判定いたしました。なお、回収可能価額算定の基礎となる事業計
画には、契約件数及び契約単価等の仮定が含まれております。
この結果、スカイファーム社株式において回収可能価額がのれんの帳簿価額を下回った

ため、減損損失87,532千円を認識し、持分法による投資損失に含めて計上しております。

(2)繰延税金資産の回収可能性
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度(千円)

繰延税金資産 163,006
なお、上記繰延税金資産は繰延税金負債と相殺後の金額を表示しております。

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、繰延税金資産について定期的に回収可能性を検討し、当該資産の回

収が不確実と考えられる部分に対して評価性引当額を計上しています。回収可能性の
判断においては、将来の課税所得見込額と実行可能なタックス・プランニングを考慮
して、将来の税金負担額を軽減する効果を有すると考えられる範囲で繰延税金資産を
計上しています。
収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性を判断するにあたっては、一時

差異等の解消見込年度における課税所得を見積っております。課税所得は経営環境の
外部要因を加味して作成した経営計画の数値等に基づき見積もっております。
当該見積りについて、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった

場合、翌連結会計年度以降の繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に影響を与える可
能性があります。

(3)固定資産の減損
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度(千円)
減損損失 55,272

有形固定資産 1,138,458
無形固定資産 178,899
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②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、固定資産の減損に係る回収可能性の評価にあたり、セグメント別、

各社ごとの資産のグルーピングを行っております。資産に減損の兆候が存在する場合に
は、当該資産の将来キャッシュ・フローに基づき、減損の要否の判定を実施しておりま
す。減損の要否に係る判定単位であるキャッシュ・フロー生成単位については、他の資
産又は資産グループのキャッシュ・インフローから概ね独立したキャッシュ・インフロ
ーを生成させるものとして識別される資産グループを最小単位としております。
減損損失の認識要否の判定及び使用価値の算定において用いられる将来キャッシュ・

フローは第1１期中期経営計画の前提となった数値を、経営環境などの外部要因に関す
る情報や当社グループが用いている内部情報（予算など）と整合的に修正し、資産グル
ープの現在の使用状況や合理的な使用計画等を考慮し見積りを行っております。
固定資産の回収可能価額について、将来キャッシュ・フロー、割引率、正味売却価額

等の前提条件に基づき算出しているため、当初見込んでいたキャッシュ・フローが得ら
れなかった場合や、将来キャッシュ・フロー等の前提条件に変更があった場合、翌連結
会計年度以降の連結計算書類において減損損失（特別損失）が発生する可能性がありま
す。

（連結貸借対照表に関する注記）
１．資産から直接控除している貸倒引当金

投資その他の資産 479千円

２．有形固定資産から直接控除した減価償却累計額 204,424千円

３．資金調達の状況
当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸

越契約を締結しております。
当連結会計年度末における当該契約に基づく借入実行残高は500,000千円であります。
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（連結損益計算書に関する注記）
１．減損損失
当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小の単位として、各店舗及び賃貸不動産を基礎とし

て資産のグルーピングをおこなっております。また、将来の使用が見込まれていない資産につい
ては、個々の物件を単位として資産のグルーピングを行っております。
営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなる資産グループについて減損を認識し、回収

可能価額が帳簿価額を下回るものについて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減
損損失として特別損失に計上いたしました。
減損損失の内訳はつぎのとおりであります。
種 類 減 損 損 失
建 物 附 属 設 備 42,194千円
工 具、 器 具 及 び 備 品 9,919千円
構 築 物 3,158千円
合 計 55,272千円
なお、減損損失を計上した資産の回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により測定して

おります。正味売却価額は、固定資産税評価額等を合理的に調整した価額に基づき算定してお
り、使用価値については、将来キャッシュ・フローが見込まれない為、零として評価しておりま
す。

2．棚卸資産の収益性低下による簿価切下額は、次のとおりであります。
売上原価 319千円

３．助成金返還損
当社の子会社であるオープンリソース株式会社が過去に受給した雇用調整助成金に係る返

還金額等について、営業外費用の他に35,147千円が売上原価に計上されております。

４．完成工事補償引当金繰入額は、次のとおりであります。
売上原価 6,029千円

５．研究開発費は該当ありません。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．連結会計年度末日における発行済株式の総数

普通株式 6,830,760株

２．発行済株式に関する事項
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普 通 株 式 （株） 6,775,920 54,840 ー 6,830,760
(注）普通株式の増加54,840株は、新株予約権の行使によるものであります。

３．自己株式に関する事項
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末
普 通 株 式 （株） 32 34 ― 66
(注）自己株式の増加株式数は、単元未満株式の買取請求により34株増加したことによる

ものであります。

４．剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額等

決 議 株 式 の
種 類

配 当 の
原 資

配当金の総額
( 千 円 )

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2024年５月15日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 20,327 ３ 2024年

３月31日
2024年

６月28日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな
るもの
決 議 株 式 の

種 類
配 当 の
原 資

配当金の総額
( 千 円 )

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2025年５月15日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 27,322 4 2025年

３月31日
2025年

６月30日

５．新株予約権に関する事項
当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の
目的となる株式の種類及び数
普通株式 840,960 株
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主にgoodroomソリューションビジネスにおけるシェアオフィス及び
サービスアパートメントへの先行投資に必要な資金(主に銀行借入)を調達しております。
一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入によ
り調達しております。デリバティブ取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、主に取引先企業との業務に関連する株式であり、市場価格の変動リス

クに晒されております。
差入保証金は、主にgoodroomソリューションビジネスでの賃貸用オフィス等及び本社

事務所の賃貸借契約に係るものであり、契約先の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金は、ほとんど２ヶ月以内の支払期日であります。
借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日

後、最長で６ヶ月後であります。
(3) 金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、与信管理規程及び債権管理規程に従い、営業債権について、グループ経理
部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を
管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図ってお
ります。連結子会社についても、当社の与信管理規程及び債権管理規程に準じて、同
様の管理を行っております。
差入保証金については、取引先の財政状態などの把握を定期的に行い、財務状況等

の悪化等による回収懸念などの早期把握や軽減を図っております。
当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資

産の貸借対照表価額により表わされています。
②市場リスクの管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握
し、また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
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③資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理
当社グループは、各部署からの報告に基づきグループ財務部が適時に資金繰計画を

作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しており
ます。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

(5) 信用リスクの集中
当期の連結決算日現在における営業債権のうち7.7％が特定の大口顧客に対するもので

あります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 投資有価証券
その他有価証券 15,494 15,494 ―

(2) 差入保証金 304,219 258,489 △45,729
資産計 319,713 273,983 △45,729

(注)１．「現金及び預金」、「受取手形、売掛金及び契約資産」、「買掛金」、「短期借入金」、「未払
金」、「未払法人税等」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価
が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。
なお、連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合等への出資につきましては、
「時価の算定に関する会計基準の適用指針(企業会計基準適用指針第31号)」第24-16項
の取り扱いを適用しており、上表に含めておりません。

(注)２．市場価格のない株式等は、投資有価証券に含まれておりません。当該金融商品の連結貸
借対照表計上額は以下のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
(千円)

関係会社株式 ―

2025年05月28日 17時17分 $FOLDER; 52ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 52 ―

投資事業組合等の出資金 88,006

(注)３．時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において
形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価
格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプッ
ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

有価証券及び投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている

ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
差入保証金
差入保証金の時価は、契約期間及び過去の契約更新等を勘案し合理的に見積もった将来キ

ャッシュ・フローを国債の利回り等の適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り
引いた現在価値により算定しており、当該信用スプレッドが重要な観察できないインプット
となるため、レベル３の時価に分類しております。

(注)４．金銭債権の連結決算日後の償還予定額
１年以内
(千円)

１ 年 超
５年以内
(千円)

５ 年 超
10年以内
(千円)

10 年 超
(千円)

現 金 及 び 預 金 1,567,787 ― ― ―
受 取 手 形、 売 掛 金 及 び 契 約 資 産 1,628,247 ― ― ―
合 計 3,196,035 ― ― ―
差入保証金は、回収日が確定していないため、上表には記載しておりません。
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（賃貸等不動産に関する注記）
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

連結子会社では、神奈川県横浜市及び大阪府豊中市において、賃貸用の住居施設(土地を
含む。)を有しております。2025年3月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は
10,910千円であります。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項 （単位:千円）
貸借対照表計上額

当連結年度末の時価
前期連結年度末残高 当連結年度増減額 当連結年度末残高

758,851 52,898 811,749 905,000
(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
(注)２．当連結年度増減額のうち、主な増加額は不動産設備の増加(73,942千円)、主な減少額

は減価償却費(21,044千円)であります。
(注)３．連結会計年度末の時価は、大阪府豊中市の物件については社外の不動産鑑定士による

不動産鑑定評価書に基づく金額、神奈川県横浜市の物件については不動産鑑定評価書に
基づく直近の評価時点から、適切に時価を反映していると考えられる指標に重要な変動
が生じていないため、直近の評価時点の評価額によっています。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額

444円32銭

２．１株当たり当期純利益
49円69銭
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（重要な後発事象に関する注記）
（資金の借入）
当社は2025年4月17日開催の取締役会にて不動産取得につき決議し、次のとおり借入を実

行いたしました。
１．資金使途 子会社による不動産購入
２．借入実行日、借入金額 2025年5月9日 700,000千円
３．借入先 株式会社みずほ銀行
４．借入期間 10年
５．金利 基準金利＋スプレッド
６．担保 対象不動産への質権設定
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貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） ( 負 債 の 部 )
流 動 資 産 744,159 流 動 負 債 609,818

現 金 及 び 預 金 360,739 短 期 借 入 金 500,000
未 収 入 金 50,039 未 払 金 84,799
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 300,000 未 払 費 用 3,529
前 払 費 用 13,832 未 払 法 人 税 等 442
そ の 他 19,549 預 り 金 4,948

固 定 資 産 1,934,678 賞 与 引 当 金 7,248
有 形 固 定 資 産 7,080 そ の 他 8,850

建 物 附 属 設 備 6,184 固 定 負 債 368
工 具 器 具 備 品 896 預 り 保 証 金 368

無 形 固 定 資 産 587 負 債 合 計 610,186
ソ フ ト ウ エ ア 587 ( 純 資 産 の 部）

投 資 そ の 他 の 資 産 1,927,009 株 主 資 本 2,074,632
関 係 会 社 株 式 610,447 資 本 金 38,889
関 係 会 社 出 資 金 88,006 資 本 剰 余 金 1,185,582
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 1,200,000 資 本 準 備 金 99,359
繰 延 税 金 資 産 5,718 そ の 他 資 本 剰 余 金 1,086,223
そ の 他 22,837 利 益 剰 余 金 850,184

そ の 他 利 益 剰 余 金 850,184
繰 越 利 益 剰 余 金 850,184

自 己 株 式 △24
評 価 ・ 換 算 差 額 等 △6,318

その他有価証券評価差額金 △6,318
新 株 予 約 権 336
純 資 産 合 計 2,068,650

資 産 合 計 2,678,837 負 債 及 び 純 資 産 合 計 2,678,837
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（ 2024年４ 月１ 日から）2025年３ 月31日まで

（単位：千円）
科 目 金 額
営 業 収 入 1,446,060
営 業 費 用 518,983
営 業 利 益 927,076
営 業 外 収 益

受 取 利 息 14,804
受 取 配 当 金 25
そ の 他 804 15,634

営 業 外 費 用
コ ミ ッ ト メ ン ト フ ィ ー 1,050
投 資 事 業 組 合 運 用 損 2,567
支 払 利 息 割 引 料 5,130 8,747

経 常 利 益 933,963
特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 131,999 131,999
税 引 前 当 期 純 利 益 801,963

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 10,807
法 人 税 等 調 整 額 5,507 16,315

当 期 純 利 益 785,648
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（ 2024年４ 月１ 日から）2025年３ 月31日まで

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 196,452 90,469 919,770 1,010,240 84,864 84,864
当 期 中 の 変 動 額
減 資 △166,452 ― 166,452 166,452 ― ―
新 株 の 発 行 8,889 8,889 ― 8,889 ― ―
剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ― △20,327 △20,327
当 期 純 利 益 ― ― ― ― 785,648 785,648

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ― ― ―

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） ― ― ― ― ― ―

当 期 変 動 額 合 計 △157,562 8,889 166,452 175,342 765,320 765,320

当 期 末 残 高 38,889 99,359 1,086,223 1,185,582 850,184 850,184

株 主 資 本 評価・換算差額等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 △2 1,291,554 △5,742 △5,742 509 1,286,321
当 期 中 の 変 動 額
減 資 ― ― ― ― ― ―
新 株 の 発 行 ― 17,779 ― ― ― 17,779
剰 余 金 の 配 当 ― △20,327 ― ― ― △20,327
当 期 純 利 益 ― 785,648 ― ― ― 785,648
自 己 株 式 の 取 得 △22 △22 ― ― ― △22
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） ― ― △575 △575 △173 △748

当 期 変 動 額 合 計 △22 783,077 △575 △575 △173 782,329
当 期 末 残 高 △24 2,074,632 △6,318 △6,318 336 2,068,650

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社
移動平均法による原価法

関係会社出資金
投資事業有限責任組合等への出資については、組合契約に規定される決算報告日に応じ

て入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっておりま
す。
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法によ

り算定)

２．減価償却資産の減価償却方法
有形固定資産
建物附属設備は定額法、工具器具備品は定率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物附属設備 ８〜10年
工具器具備品 ８年

無形固定資産
自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

３．引当金の計上基準
賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見

合う分を計上しております。
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４．収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりでありま
す。

(1) 連結子会社管理
当社が行う連結子会社管理においては、連結子会社との間で経営指導契約を締結してお

り、主な履行義務は経営指導の提供であります。
経営指導の契約の契約期間にわたり履行義務が充足されると判断し、収益を認識して

おります。取引の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、
重大な金融要素は含んでおりません。

（会計方針の変更に関する注記）
（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28
日。以下「2022年改正会計基準」という。）を当事業年度の期首から適用しております。
なお、当該会計方針の変更による当事業年度の計算書類への影響はありません。

（収益認識に関する注記）
収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（会計上の見積りに関する注記）
１．子会社株式の評価
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：千円）
当事業年度

オープンリソース株式会社 411,552

グッドルーム株式会社 198,895
(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

2025年05月28日 17時17分 $FOLDER; 60ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 60 ―

非上場の子会社に対する投資等、市場価格のない株式等は、当該株式の発行会社の財
政状態の悪化等により実質価額が著しく低下したときには、回復可能性が十分な証拠に
よって裏付けられる場合を除いて、投資について評価損を認識しております。回復可能
性の判断には将来の事業計画を用いております。
当該見積りについて、将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、投

資先の業績が悪化した場合には、翌事業年度以降の計算書類において評価損が発生する
可能性があります。

２．関係会社株式の評価
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：千円）
当事業年度

関係会社株式評価損 131,999

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社の保有する関係会社株式は市場価額のない株式であり、財政状態の悪化により実質

価額が著しく低下したときは回復可能性が十分な証拠により裏付けられる場合を除き、関
係会社株式評価損として計上いたします。
当事業年度において、関係会社株式の実質価額が著しく低下したため、評価損を認識し

ております。
当該判定の基礎となる事業計画に含まれる仮定については、連結計算書類『注記事項

（会計上の見積りに関する注記）(１)持分法関連会社に関するのれんの評価（スカイファ
ーム社）』に同一の内容を記載しているため記載を省略しております。

（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産から直接控除した減価償却累計額 6,467千円
２．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は次のと
おりであります。
短期金銭債権 53,697千円
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長期金銭債権 5,891千円
短期金銭債務 14,491千円

（損益計算書に関する注記）
１．関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

営業取引による取引高
営業収入 1,446,060千円
営業費用 53,415千円

営業外取引による取引高
受取利息 14,636千円
雑収入 650千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
１．自己株式に関する事項
株 式 の 種 類 当事業年度期首 増 加 減 少 当 事 業 年 度 末
普通株式（株） 32 34 ー 66

(注）自己株式の増加株式数は、株式取得により34株増加したことによるものであります。

（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 2,219千円
関係会社株式評価損 41,606千円
その他有価証券評価差額金 2,908千円
その他 1,197千円

繰延税金資産小計 47,931千円
評価性引当額 △41,606千円
繰延税金資産合計 6,325千円

繰延税金負債
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未収事業税 △606千円
繰延税金負債合計 △606千円
繰延税金資産の純額 5,718千円

（関連当事者との取引に関する注記）
１．子会社

種類 会社等の
名称

資本金
又は
出資金
(千円)

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

子会社

オープン
リソース㈱ 35,000

システム開発
のITソリューシ
ョン提供

所有
直接
100%

経営指導 経営指導料の
受取(注)１ 1,286,580 未収

入金 35,420

グッドルーム㈱ 30,000

不動産のリノ
ベ ー シ ョ ン、
不動産仲介・
オペレーショ
ン、及び暮らし
情報サイトの運
営

所有
直接
100%

経営指導
資金の貸付
利息の受取

経営指導料の
受取(注)１ 159,480 未収

入金 14,619

資金の長期
貸付(注)２ 1,200,000

関係会社
長期
貸付金

1,200,000

資金の短期
貸付(注)２ 300,000

関係会社
短期
貸付金

300,000

利息の
受取(注)２ 14,636 未収

入金 ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注）１．子会社より経営指導管理業務の受託を受けたもので、経営指導料については、各

子会社の収益を勘案して合理的に決定しております。
２．子会社に対し貸付金の実行を行ったもの及びその利息であり、資金の貸付の利息

については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

２．役員及び主要株主等
該当事項はありません。

2025年05月28日 17時17分 $FOLDER; 63ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 63 ―

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額

302円80銭
２．１株当たり当期純利益

115円60銭

（重要な後発事象に関する注記）
（資金の借入）
当社は2025年4月17日開催の取締役会にて不動産取得につき決議し、次のとおり借入を実

行いたしました。
１．資金使途 子会社による不動産購入
２．借入実行日、借入金額 2025年5月9日 700,000千円
３．借入先 株式会社みずほ銀行
４．借入期間 10年
５．金利 基準金利＋スプレッド
６．担保 対象不動産への質権設定
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2025年５月28日
gooddaysホールディングス株式会社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 齋藤 慶典

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 川又 恭子

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、gooddaysホールディングス株式会社の2024年４

月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、gooddaysホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法
人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。
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その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用
における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検
討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成
し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業
に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類
に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監
査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討
する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合
理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら
れるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において
連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切
でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続
できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書
類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査
証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指
揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につ
いて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための
対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場
合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2025年５月28日
gooddaysホールディングス株式会社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 齋藤 慶典

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 川又 恭子

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、gooddaysホールディングス株式会社の

2024年４月１日から2025年３月31日までの第10期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監
査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法
人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他
の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。
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その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用
における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討す
ること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払う
ことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適
正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関
する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対
する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計す
ると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され
る。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監
査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合
理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ
るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計
算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない
場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書
日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基
礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につ
いて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対
応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監査報告書

当監査役会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第10期事業年度における取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成して、以下のとおり報告
いたします。

１．監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役会規程、監査役監査基準、内部統制システムに係る監査の実施
基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通
を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を
調査いたしました。また、子会社については、重要な会議に出席し、子会社の取締役及び使用人等
と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社へ事業の報告を求め、その業務及び財産の
状況を調査しました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし
て会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。なお、監査上の主要な検討事項については、
会計監査人と協議を行うとともに、その監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

202５年５月28日
gooddaysホールディングス株式会社 監査役会

常勤監査役 加 藤 光 孝 印

社外監査役 野 口 正 城 印

社外監査役 高 津 笑 印

以 上
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東京メトロ銀座線
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新橋駅新橋駅goodoffice 新橋

内幸町駅内幸町駅

りそな銀行

マクドナルド

みずほ銀行

SL広場

ニュー新橋ビル

スマートフォンやタブレット端末から右記のQRコードを読み取ると
Googleマップにアクセスいただけます。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会会場ご案内図
会場：東京都港区新橋２−５−２ 電話 03−5781−9070

goodoffice 新橋（堀ビル）１階

交通：ＪＲ山手線・京浜東北線・東海道線・横須賀線 東京メトロ銀座線「新橋駅」より徒歩３分
都営浅草線「新橋駅」より徒歩７分
都営三田線「内幸町駅」より徒歩２分
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